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事 業 者 排 出 量 削 減 計 画 書 (新 規 ― l

注 1該 当する□には レ印を配入してください。特定事業者以外で自主参"口される事業者の方は レ印の記入は不要です。

2「 基HF年度Jと は計画期間の前年度を 「目標年度Jと は計画期間の最終年度といいます。

3「 事業所等排出区分Jと は 京都府内の事業所等の事業活勁のためのエネルギーの使用に作い発生する温室効果ガスを、 「輸送HI両排出区分」と
は、自動車運送事業者についてはtt用の本れの位置を京都府内とする章両のtlH出する温室効果ガスを 鉄 道事業者については保/Hする貨物車両又
は旅客章両の排出する温室効果ガスを、 「その他排出区分」とは 上 記以外の京都府内における事業所等の事業活動に仲い発生する温室効果ガス

をいいます。
4「 特掘事項」には、平成2年度 (1990年 度)を 基準とした排出量の対比やエネルギー原単位C02排 出量、省エネ製品開発など他者の温室効

果ガスリト出削減への貢献、グリーン胡達の採用 特 定フロンなどの条例指定外の温室効果ガスの削減などを記入してください。

福田金属箔粉工業 (株)京 都工場
市山科区西野山中巨町20番 地

特定事業者の

主たる業種 非鉄金属製造業

該当する事業

者要件
v京 都府地球温暖化対策条例施行規則第 10条第 1号該当事業者 (大規模エネルキー便用事業者 (原細に製

打

算して1,500キロリットル以上))
京都府地球温暖化対策条例施行規則第10条第2号又は第3号該当事業者 (大規模運送事業者 (トラック又
はバス100台以上/タ クシー150台以上/鉄 道車両150両以上)
京都府地球温暖化対策条例施行規則第 10条 第4号 該当事業者 (その他の温室効果ガスの大規模排出事
業者 (二酸化炭素に換算して3000ト ン以上))

打

計 画 期 間 平成  18 年  4 月 平成 20 年 3 月

基 本 方 針 iS014001の基本方針 (地球環境を守る企業活動をする,及ひ環境方針の活動 g原 則に基つき、省資源 ・省エ

ネルギー化、並びに環境負荷物質の削減を推進する。

推 進 体 行1 社長を統活貢任者とする環境管埋委員会 tiS014001システINl立ひに生産本部長を貢仕者とするエネルキー管理
委員会を設置して省エネ推進を図る。

年度 ことの具
体的な取組及
び措置

18～19 自家発電所 既設自家発を流上し、新たに高効率発電設備を導入することにより都市ガスのよ75%を 宮J減する。

工場製造部門
既設電気式テラーを廃上し、新たに導入する自家発の冷却水 (温水}を利用した吸収式お添磯を設置する
ことにより電力を削減■ 2%目標)する。

1 9 工場製造部門 平成19年度に一部を京都工場から移転することにより電力の45%を 削減する。

社有草 性有車の一部にハイブリット車を導入し、自家用車からのC02チ出量を8%削 減する。

研究所 研究所進屋屋上の一部を緑化する。

温三効未刀ス
の排出量等 排出区分

丞準年度 (実績)
( 17 )年 度

〈二酸化炭嘉換第 〈t))

日椋年度 (計画,
( 19 )年 度

(二酸化炭素張算 くt))
略調
∽A事 業所等排出区分 37,907 t 83,245  t -122 %

B輸 送車両排出区分 t t %

Cそ の他排出区分 t t %

排出合計 1       37,907 t ・2              33,245 t -122 %

その他の地球
温暖化対策に

よる温室効果
ガスの削減畳
等

対策等の区分
目標年度 (計画)

(二理化及繁換算 (t

森林の保全及び整備 (整備面積) ｉ
ｔｌ (吸収量) t

府内産の木材の利用 (利用量) mJ 〈削減重〉 t

自然エネルギーを利用した電
力又は熱の供給

(売電重) kwお (削減豊) t

係 供給量) く削減重) t

グリー ン電力の購入 (配入畳 ) 〈削減量) t

削減畳等合計 Ⅲ 3 t

差 引排 出量

(排出合計一削減等合Ff)

基準年度 (実績) 目標年度 (計画) 削減率 (計画)
と1               371907  t Ⅲ分…Ⅲ9         38245 0  t -122 %

1 当工場では、1990年度を基準とすれは昨年度 く基準年度)の 電力使用蚤については373%、 都市カス便用量につい

ては39%そ れぞれ削減し、結果としてC02排出量について21%の 肖」減を、設備の効率的運用、省エネ機器の導入、

事業の見直し、その他の省エネ改善等により達成させております。

2 こ れまで平成元年にコージェネを導入し省エネを図ってきましたが、更にC02削減に向けてより発電効率の高い自家

発への更新を計画期間中に予定しております。これが稼動しますとC02を年間3.000トシ以上削減することができます。

3 計 画期間の取組み予定で前述以外の地球温暖化対策として

(1)夏季 (主に冷房使用期間)は製造部門毎に電力使用量割当てを行い電カピークを抑える。

2)夏季 (主に冷房使用期間)は土日曜出勤を含む夏季ルンタ
.―

を設けて電力の平準化を図る。

は}IS014001活動を通じて地球温暖化対策の個人レベルヘの展開と、グリエン調達活動の活発化を図る。

連  絡   先 担 当 部 署

担 当 者 氏 名

住 所

電 話 番 号

フ ァ ク シ ミ リ番 号


